
証券コード　6193

2025年６月４日

株　主　各　位
東京都港区虎ノ門四丁目３番13号

バ ー チ ャ レ ク ス ・ ホ ー ル
デ ィ ン グ ス 株 式 会 社
代表取締役社長 丸 山 　 栄 樹

１．日 時 2025年６月26日（木曜日）午前10時
※受付開始は、午前９時30分を予定しております。

２．場 所 東京都千代田区内幸町一丁目３番１号　幸ビルディング
TKP新橋カンファレンスセンター　14階　ホール14Ｄ
（開催場所が昨年と異なりますので、末尾の会場ご案内図を
ご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第27期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

第27回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第27回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご通知申しあげます。

　【当社ウェブサイト】　　https://www.vx-holdings.com/ir/meeting.html

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所

（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「バーチャレク

ス・ホールディングス」又は「コード」に当社証券コード「6193」を入力・検索し、「基

本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通

知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知
と合わせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2025年６月25日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申しあげます。

敬　具
記
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２. 第27期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役５名選任の件

     

４．議決権行使についてのご案内

(1)議決権の代理行使をされる場合には、委任状を本招集ご通知と合わせて
お送りする議決権行使書用紙とともに受付にご提出願います。なお、代
理人は議決権を有する株主様１名に限らせていただきますのでご了承く
ださい。

(2)書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、
議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとして
お取り扱いいたします。

以　上

　株主総会でのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解いただきますようお願い申
しあげます。

　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知と合わせてお送りする議決権行使書用
紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブ
サイト及び東京証券取引所ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を
掲載いたします。
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（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する下

で、個人消費や設備投資が持ち直しつつある中、緩やかな回復が続くこと

が期待されています。一方で、海外景気の下振れがわが国の景気を下押し

するリスク、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に注意が必要と思わ

れます。

　このような状況の下、当社グループはテクノロジーを基盤として、バー

チャレクス・コンサルティング株式会社はＣＲＭをビジネスのドメイン

に、株式会社タイムインターメディアはＷｅｂ、文教・教育、ＡＩなどを

ビジネスのフィールドとして、当社グループの持つコンサルティング、Ｉ

Ｔ、アウトソーシングのノウハウを活用したトータルな支援を継続して行

ってきました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は6,488,911千円（前連結会計年

度比3.0％減）、営業利益は279,247千円（前連結会計年度比24.7％減）、

経常利益は185,231千円（前連結会計年度比59.2％減）、親会社株主に帰

属する当期純利益は111,005千円（前連結会計年度比45.3％減）となりま

した。

　事業別の状況は次のとおりであります。

　ＩＴ＆コンサルティング事業は、子会社のバーチャレクス・コンサルテ

ィング株式会社で新規事業として拡大を目論むデジタルマーケティング領

域の案件獲得が低調に推移したことや、株式会社タイムインターメディア

で基幹システム開発案件における損失額が前連結会計期間から引き続き当

連結会計期間も継続して増加したことに加え、特定の得意先の急激な信用

力の悪化に伴い、当第４四半期連結会計期間では、当該取引先に対して売

上の計上を停止し、収益性の低下に伴う仕掛品評価損の計上を行いまし

た。また、当該得意先の売上債権に対しては貸倒引当金繰入額の計上を行

ったことから、前年同期比で減収減益となりました。

　引続き今後も大型案件の損失の収束に努めつつ、新規案件の受注を獲得
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事 業 区 分

第 26 期
（2024年３月期）
（前連結会計年度）

第 27 期
（2025年３月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

IT＆コンサルティ
ン グ 事 業

4,089,681千円 61.1% 3,739,264千円 57.6% △350,416千円 △8.6%

アウトソーシング
事 業

2,602,547 38.9 2,749,647 42.4 147,099 5.7

合 計 6,692,228 100.0 6,488,911 100.0 △203,316 △3.0

するために営業活動に注力してまいります。

　一方で、前年度末から資本業務提携を開始したKotozna株式会社（以

下、「Kotozna」）とは、「当社グループが有するCRM関連サービス力及び

コンサルティング実績」×「Kotoznaが有する生成系AI関連技術」の融合

により、生成系AIを活用した新たなソリューションサービスの構築と展開

を進めており、案件創出及び案件拡大に向け注力しております。

　この結果、売上高は3,739,264千円（前連結会計年度比8.6％減）、セグ

メント利益は778,310千円（同2.3％減）となりました。

　アウトソーシング事業は、新型コロナウイルス感染症の特需に伴う高利

益率案件が収束する中、従前からの案件が堅調に拡大推移したことによ

り、増収で減益となりました。

　この結果売上高は2,749,647千円（前連結会計年度比5.7％増）、セグメ

ント利益は497,788千円（同3.8％減）となりました。

事業別売上高

② 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は155,048千円で、その主なものは次のとおりであります。

　当連結会計年度中に完成した主要設備

IT＆コンサルティング事業　ソフトウエアの新機能追加　115,590千円

③ 資金調達の状況

　当連結会計年度中の資金調達について特記すべき事項はありません。
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区 分
第 24 期

(2022年３月期)
第 25 期

(2023年３月期)
第 26 期

(2024年３月期)

第 27 期
(当連結会計年度)
(2025年３月期)

売 上 高(千円) 6,223,582 6,798,990 6,692,228 6,488,911

経 常 利 益(千円) 543,708 497,532 454,283 185,231

親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円) 364,099 635,876 202,804 111,005

１株当たり当期純利益 (円) 126.37 217.74 69.43 39.22

総 資 産(千円) 2,853,366 3,444,564 3,524,140 3,786,502

純 資 産(千円) 1,146,964 1,623,199 1,752,650 1,773,241

１株当たり純資産 (円) 391.96 546.81 597.29 613.15

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に

より、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数によ

り算出しております。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

バーチャレクス・コンサ
ル テ ィ ン グ 株 式 会 社

20,000千円 100.0％
IT＆コンサルティング事業
アウトソーシング事業

株 式 会 社 タ イ ム
イ ン タ ー メ デ ィ ア

90,000 100.0 IT＆コンサルティング事業

(3) 重要な子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

　当社グループは、これまで中期的に積極的な事業規模及び事業領域の拡大

を図ってまいりましたが、このような状況下におきましても、事業の成長性

と財務の健全性の均衡を図り、これらを損なうことなく、企業価値の最大化

を目指していく所存です。この企業価値最大化という目的を達成するため、

当社グループでは、以下の事項を今後の事業展開における主要な課題として

認識しており、改善すべく取り組んでおります。

①営業基盤の拡大

　当社グループは、グループの経営の安定を図り、より一層の成長を目指す

ために、新規クライアントの獲得及び既存クライアントへのサービス拡充に

よる営業基盤の拡大が不可欠であると認識しております。営業基盤の拡大に

つきましては、ブランディングやマーケティングの強化により新規の営業先

の増加を図り、特に当社グループの強みであるコンサルティング力を切り口

にして、システム導入やアウトソーシングの受託に導けるよう一層の体制強

化を図ってまいります。

②ＡＩのより実践的な利活用とその提供

　当社グループは、以前より遺伝アルゴリズム（進化計算）を軸としたＡＩ

の研究及び試行的利用を進め、ナンプレ（数独）パズル製作のエンジンの提

供などを行っており、これまでも教育機関の時間割編成やＴＶ局のコマーシ

ャル編成など、利活用の幅を広げて提供してまいりました。今後は、新たに

開発整備した進化計算エンジン「TENKEI」をコアに、製造業の生産スケジュ

ール管理に適用するなど、企業や団体が有する具体的な課題解決に幅広く資

する実践的ＡＩソリューションとして、利活用の価値をより一層高めていく

よう努めてまいります。

　また、2024年１月に資本業務提携を行ったKotozna社の持つ生成系ＡＩ技

術と、当社グループの持つＣＲＭ領域のソフトウェア製品・サービス、コン

サルティング業務及びＢＰＯ支援業務を通じて蓄積したノウハウのシナジー

効果を最大化し、生成系ＡＩを組み込んだ新たな顧客体験を提供する新規サ

ービスを創造してまいります。
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③デジタルマーケティングとカスタマーサクセス

　当社グループは、顧客接点の最適化支援企業として、デジタルマーケティ

ング時代のオムニチャネルを使ったＣＲＭ活動を総合的に支援できる体制を

備え、単なる顧客応対からデジタルマーケティングとＣＲＭを融合したサー

ビス領域への転換を図ってまいりました。

　また､既存顧客に対する積極的な顧客サポートを図ることによりＬＴＶ

（顧客生涯価値）を高める「カスタマーサクセス」というアプローチも広が

りつつあるため、この新たなテーマに対しても先進的なソリューションを活

用して対応し、ＣＲＭから広がるサービス領域とビジネス機会を着実に捉え

ていくことが重要であると考えています。

④パッケージ製品力の強化・進化

　当社グループは、創業当初の事業ドメインとしてコンタクトセンターを中

心としたＣＲＭ領域にフォーカスして以来、これまでに蓄積してきた当該領

域のノウハウをコンタクトセンターにおける顧客対応履歴管理ソフトウェア

「inspirX（インスピーリ）」に集約し、数多くのクライアント企業に導入

してまいりました。また、パッケージ製品としての機能拡充や様々なチャネ

ルとの接続性向上などにより、市場における競争優位性の維持拡大に努めて

まいりました。昨今の社会環境の変化を見据え、今後はさらに分散型コール

センターの基盤化を進めるとともに、クラウド型サービスとしての特徴を際

立たせ、サブスクリプション型でのサービス提供を促進することにより、販

売量の拡大と収益性の向上、さらには収益のストック化を図ってまいりま

す。

⑤フロービジネスとストックビジネスの組み合わせによる安定的かつ成長力

を持った収益モデルの推進

　当社グループの収益は、期間を区切ってサービスの提供を行うフロービジ

ネス、及び長期間にわたって継続的なサービス提供を行うストックビジネス

の組み合わせで成り立っております。フロービジネスは、後続のストックビ

ジネスの獲得にも寄与しております。また、ストックビジネスは継続型であ

るため、当社グループの収益基盤の安定性に寄与しております。当社グルー

プは今後ともフロービジネスとストックビジネスのシナジー効果により収益

を拡大していくことが重要であると考えています。今後は、特に、クラウド

型でのソフトウェアサービスとアウトソーシングビジネスを組み合わせたサ

ービスをサブスクリプション型で提供することで、ストックビジネスの拡充

を図ってまいります。
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⑥優秀な人材の確保・育成・定着

　当社グループは、中期的に積極的な事業規模及び事業領域の拡大を図って

いることから、優秀な人材を確保・育成・定着させることを、事業展開にお

ける主要な課題の一つと認識しております。

　そのため、定期採用（新卒採用）・期中採用（中途採用）の適切なバラン

スを念頭に置きながら、積極的な人材確保に努めております。また、現在、

人材の確保が厳しい採用市場状況を踏まえ、これまでよりも幅広い層をター

ゲットとした採用活動を行い、入社後の育成と戦力化を重視してまいりま

す。こうした人材の成長を促し、定着化を図るため、当社グループでは、個

人の成長を重視した人事評価制度を導入しており、当該人事評価に加えて個

人の自主性等も考慮して、積極的な人材登用を実施しております。そして、

人材の成長を促す基盤として、定期（新卒）採用社員向けの社内教育研修の

他、外部研修の利活用にも注力しております。

⑦情報管理体制の強化

　当社グループは、業務上、クライアント環境にて個人情報等の重要な機密

情報に接することがあり、情報管理を事業展開における主要な課題の一つと

認識しております。

　当社グループでは、一般財団法人日本情報経済社会推進協会認定のプライ

バシーマークを取得、及び更新を継続しておりますが、今後は、さらに情報

管理を徹底するとともに、役職員に対して研修を実施するなど、その重要性

を周知してまいります。

⑧内部管理体制の強化

　当社グループは、今後の更なる事業拡大を目指す上で、成長に沿った適切

な内部管理体制の実現を、事業展開における主要な課題の一つと認識してお

ります。

　そのため、中期的な事業規模及び事業領域の拡大にあわせて、管理部門の

適切な人員を確保するとともに、有効な内部統制の構築及びコーポレート・

ガバナンスの強化を推進し、経営の健全性及び透明性の実現に尽力してまい

ります。

事 業 区 分 事 業 内 容

IT&コンサルティング事業
コンサルティングサービス、ＣＲＭ製品提供、
ＣＲＭ ＩＴサービス

アウトソーシング事業 ＣＲＭ プロセスサービス

(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）
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本　　　社 東京都港区

バーチャレクス・コンサルティング株式会社
本社（東京都港区）、
茅場町センター(東京都中央区）、
子会社（佐賀県佐賀市）

株 式 会 社 タ イ ム イ ン タ ー メ デ ィ ア 本社（東京都新宿区）

(6) 主要な営業所（2025年３月31日現在）

① 当社

② 子会社

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

IT＆コンサルティング事業 242 （58）名 52名増（41名増）

アウトソーシング事業 116（579） 51名減（22名増）

全 社 （ 共 通 ） 22 （９） ３名増（４名増）

合 計 380（646） ４名増（67名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

３（－）名 －（－） 44歳 1.3年

(7) 使用人の状況（2025年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外

から当社グループへの出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 605,000千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 232,360千円

(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 10,980,000株

② 発行済株式の総数 2,989,753株

③ 株主数 1,199名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

シ ン プ レ ク ス 株 式 会 社 438千株 15.60％

丸 山 栄 樹 316 11.25

光 通 信 株 式 会 社 214 7.63

ＳＢＳホールディングス株式会社 140 4.99

ベ ル 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 1 140 4.99

バ ー チ ャ レ ク ス 従 業 員 持 株 会 110 3.92

黒 田 　 勝 84 2.99

宮 越 則 和 58 2.09

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 47 1.70

ボ ン ズ テ ッ ク 株 式 会 社 47 1.67

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2025年３月31日現在）

④ 大株主

（注）１．当社は、自己株式を176,229株保有しておりますが、上記大株主から

は除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年６月16日

新 株 予 約 権 の 数 127個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　 12,700株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資され
る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
90,000円

(１株当たり　900円)

権 利 行 使 期 間
2017年12月17日から
2025年11月17日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　127個
目的となる株式数 12,700株
保有者数　　　　　　　2名

社 外 取 締 役 ―

監 査 役 ―

(2) 新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

（注）１．行使の条件は以下のとおりです。
(1) 新株予約権の割当を受けた対象者（以下「新株予約権者」という。）は、

当社普通株式が証券取引所に上場された場合に限り、新株予約権を行使する
ことができる。

(2) 新株予約権者が「新株予約権割当契約」締結当時において、当社の取締
役、監査役、及び従業員、ならびに当社100％子会社の取締役、監査役、及
び従業員の場合は、権利行使において、当社の取締役、監査役、及び従業
員、ならびに当社100％子会社の取締役、監査役、及び従業員の地位を保有
している場合に限る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合は、この限りではない。

(3) その他の新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権付与対象者との間で
締結する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。

２. 2015年12月17日付で行った１株を100株とする株式分割により、「新株予約権
の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額」は調整されております。
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第 ３ 回 新 株 予 約 権 第 ４ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2021年５月10日 2022年４月19日

新 株 予 約 権 の 数 860個 1,140個

新株予約権の目的となる株
式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　 86,000株
(新株予約権１個につき100株)

普通株式　　　　114,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権１個につき
3,600円

新株予約権１個につき
200円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
71,900円

(１株当たり　719円)

新株予約権１個当たり
101,600円

(１株当たり　1,016円)

権 利 行 使 期 間
2024年７月１日から
2028年５月25日まで

2022年５月６日から
2032年５月９日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２

交 付 の

保 有 状 況

当社取締役
　　　　　　３名　　500個
当社子会社取締役および子会
社執行役員
　　　　　　11名　　360個

当社取締役
　　　　　　３名　　750個
当社子会社取締役および子会
社執行役員
　　　　　　４名　　390個

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

③ その他新株予約権の状況

当社の取締役並びに当社子会社取締役及び執行役員に対し発行した有

償ストックオプションの概要は以下のとおりです。

（注）１．行使の条件は以下のとおりです。

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、

2022年３月期から2024年３月期までの事業年度（以下「参照事業年度」と

いう。）において当社の経常利益の累計額が、下記(a)または(b)に掲げる

各金額を超過した場合、各新株予約権者に割り当てられた新株予約権のう

ち当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）を限度とし

て行使することができる。

(a）経常利益の累計額が 750 百万円を超過した場合 行使可能割合：70％

(b）経常利益の累計額が 800 百万円を超過した場合 行使可能割合：

100％

なお、上記の経常利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載さ

れた連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合は損益計算

書）における経常利益の数値を用いるものとし、当該連結損益計算書に株

式報酬費用が計上されている場合には、これによる影響を排除した株式報
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酬費用控除前経常利益をもって判定するものとする。また、国際財務報告

基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合

には別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。 行使可能割

合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１個

未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社

関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任

期満了による退任又は定年退職（参照事業年度の末日の翌日以降の退任又

は定年退職に限る）であって、取締役会が事前に承諾した場合は、この限

りではない。

(3) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行

使を行うことはできない。

(5) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(6) その他の条件及び権利喪失事由については、当社取締役会決議に基づき

締結される新株予約権割当契約書に定めるところによるものとする。

２．行使の条件は以下のとおりです。

(1) 割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取

引所における当社普通株式の普通取引終値が一度でも行使価額に40％を乗じ

た価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行

使価額で行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。但

し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

(a) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

(b) 当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適

正に開示していなかったことが判明した場合

(c) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日に

おいて前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合

(d) その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められ

る行為をなした場合

(2) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使

を行うことはできない。

(4) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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第 ６ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2024年７月５日

新 株 予 約 権 の 数 750個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　 75,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権１個につき

5,500円

新株予約権の行使に際して出資される
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
91,000円

(１株当たり　910円)

権 利 行 使 期 間
2027年７月１日から
2034年７月23日まで

行 使 の 条 件 （注）

使 用 人 等 へ の
交 付 状 況

子 会 社 の
執 行 役 員

新株予約権の数　　　440個
目的となる株式数 44,000株
保有者数　　　　　　 11名

（注）行使の条件は以下のとおりです。

(1) 　新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社

の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）に

記載された営業利益が、下記(a)または(b)に掲げる条件を満たした場合、各新

株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ当該各号に掲げる

割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として、新株予約権を

行使することができる。

(a) 2025年3月期の営業利益が420百万円を超過し、かつ2026年3月期の営業利

益が560百万円を超過し、かつ2027年3月期の営業利益が720百万円を超過

した場合

行使可能割合：  100％

(b) 2025年3月期の営業利益が336百万円を超過し、かつ2026年3月期の営業利

益が448百万円を超過し、かつ2027年3月期の営業利益が576百万円を超過

した場合

行使可能割合：  80％

なお、上記における営業利益の判定に際しては、適用される会計基準の変更

や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の連結損益

計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）に記載された

実績数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当

社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績数

値の調整を行うことができるものとする。また、国際財務報告基準の適用、決

算期の変更等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別

途参照すべき指標を当社取締役会にて定めるものとし、当該連結損益計算書

（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）に本新株予約権にか
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第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2022年４月19日

新 株 予 約 権 の 数 152個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　 15,200株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
106,300円

(１株当たり　1,063円)

権 利 行 使 期 間
2024年５月６日から
2032年４月18日まで

行 使 の 条 件 （注）

使 用 人 等 へ の
交 付 状 況

子 会 社 の
執 行 役 員

新株予約権の数　　　152個
目的となる株式数 15,200株
保有者数　　　　　　 ８名

かる株式報酬費用が計上されている場合には、これによる影響を排除した株式

報酬費用控除前営業利益をもって判定するものとする。

(2) 　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係

会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、こ

の限りではない。

(3) 　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(4) 　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発

行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行う

ことはできない。

(5) 　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

当社の使用人等に対し職務執行の対価として交付した新株予約権の状況

（注）行使の条件は以下のとおりです。

(1) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関

係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた

場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(3) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行

使を行うことはできない。

(4) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 丸 山 栄 樹

バーチャレクス・コンサルティン
グ（株）取締役会長
バーチャレクス九州（株）取締役
会長
（株）タイムインターメディア
取締役会長
ＶＸアクト（株）取締役

取 締 役 丸 山 勇 人

バーチャレクス・コンサルティン
グ（株）代表取締役社長
バーチャレクス九州（株）代表取
締役社長

取 締 役 黒 田 　 勝

経営管理本部長
バーチャレクス・コンサルティン
グ（株）取締役
（株）タイムインターメディア
監査役
バーチャレクス九州（株）監査役
ＶＸアクト（株）監査役

取 締 役 漆 山 伸 一
漆山パートナーズ会計事務所代表
（株）タイムインターメディア
非業務執行取締役

取 締 役 坂 　 宗 篤
ＭＢ＆ＰＡＲＴＮＥＲＳ（株）
代表取締役

常 勤 監 査 役 古 川 秀 夫
バーチャレクス・コンサルティン
グ（株）監査役

監 査 役 鈴 木 邦 男

（株）インフォ・クリエイツ　　
監査役
（有）ケイ・エス・マネジメント　
代表取締役

監 査 役 小 林 知 巳
（株）小林マネジメント研究所
代表取締役

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１. 取締役漆山伸一氏及び取締役坂宗篤氏は、社外取締役であります。

２. 監査役鈴木邦男氏及び監査役小林知巳氏は、社外監査役であります。

３. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４. 当社は、取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役

員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者である取締

役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受

けることによって生ずることのある損害が填補されます。なお、保険料は全額

当社が負担しております。
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区　　分

報酬等の

総額

（千円）

報酬等の種類別の総額

（千円）
対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取　締　役

（うち社外取締役）

70,200

(7,200)

70,200

(7,200)

－

(－)

－

(－)

４名

(２)

監　査　役

（うち社外監査役）

9,600

(4,800)

9,600

(4,800)

－

(－)

－

(－)

３名

(２)

合　　　計

（うち社外役員）

79,800

(12,000)

79,800

(12,000)

－

(－)

－

(－)

７名

(４)

② 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円又は会社法第425

条第１項に定める額のいずれか高い額としております。

③ 取締役及び監査役の報酬等

イ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 上記には、無報酬の取締役１名を除いております。

２. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

３. 取締役の報酬限度額は、2015年６月16日開催の第17回定時株主総会において、

年額230百万円以内（最大７名、うち社外取締役は30百万円以内、ただし、使

用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点

の取締役の員数は、３名であり社外取締役はおりません。

　また、上記報酬枠とは別枠で、2018年６月27日開催の第20回定時株主総会に

おいて、ストックオプション報酬額として年額100百万円以内（社外取締役は

含まない取締役４名。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の

取締役の員数は、６名（社外取締役２名）であります。

４. 監査役の報酬限度額は、1999年６月15日開催の臨時株主総会において、年額30

百万円以内（最大３名）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の

監査役の員数は、１名であります。

ロ. 社外役員が親会社等、親会社等の子会社または当該株式会社に親会社

等がないときの子会社等から当事業年度の受けた役員報酬等の総額

1,800千円
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④ 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年３月16日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬

等の内容にかかる決定方針を決議しております。取締役の個人別の報酬等の

内容にかかる決定方針は、次のとおりです。

１. 取締役の個人別の報酬等のうち、次の事項の算定方法の決定に関する

方針

ⅰ　業績指標に連動しない金銭報酬（固定報酬）の額

　当社の取締役の固定報酬は、年俸制（12等分して月例で支給）とし、

個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準を考

慮のうえ、総合的に勘案して決定するものとする。

ⅱ　業績指標に連動する金銭報酬（賞与）の額

　業務執行取締役に対して業績連動報酬（賞与）を支給する場合には、

事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるための業績指標を反映し

た現金報酬とし、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益の目標達成

度を踏まえた適正な水準を考慮のうえ、総合的に勘案して決定するもの

とする。

ⅲ　非金銭報酬等の内容及び額若しくは数

　前各号とは別枠でストックオプションとして割り当てる新株予約権

は、株主総会で決定された報酬の範囲内で、取締役の個人別の割当の内

容及び数を取締役会の決議により決定するものとする。

２. 個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の個人別報酬等に対する割合の決定については、いず

れも株主総会で決定された報酬の範囲内で、取締役会の決議により決定

する。

３. 報酬等を与える時期・条件の決定に関する方針

　固定報酬は金銭とし、在任中の職務執行の対価として毎月定期的に支

払う。

　業績連動報酬は金銭とし、取締役会の決議により報酬等を与える時

期・条件を決定するものとする。

非金銭報酬等については１．ⅲにより決定するところによる。
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４. 報酬等の内容の決定について取締役その他の第三者への委任に関する

事項

ⅰ　委任を受ける者の氏名または当該会社での地位・担当

　代表取締役社長　丸山　栄樹

ⅱ　委任する権限の内容

　各取締役の固定報酬の額

ⅲ　委任した理由

　当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行

うには代表取締役が適していると判断したためであります。

ⅳ　権限の適切な行使のための措置がある場合はその内容

　当社全体の業績を俯瞰しつつ、各取締役の担当事業に対する役割、貢

献度等の評価を行い、また、世間水準等を踏まえた妥当性の観点から社

外取締役の意見を聴取した上で決定するものとする。

５. 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うも

のであると取締役会が判断した理由

　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、上

記４．ⅳ記載の通り、代表取締役社長がその具体的内容について公平性

を確保するため、世間水準等を踏まえた妥当性の観点から事前に社外取

締役と意見を聴取した上決定していることから、当該決定方針に沿うも

のであると判断しております。

⑤ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役漆山伸一氏は、漆山パートナーズ会計事務所代表であります。

当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役漆山伸一氏は、株式会社タイムインターメディアの非業務執

行取締役であります。兼職先は、当社の子会社であります。

・取締役坂宗篤氏は、ＭＢ＆ＰＡＲＴＮＥＲＳ株式会社の代表取締役

であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役鈴木邦男氏は、株式会社インフォ・クリエイツの監査役及び有

限会社ケイ・エス・マネジメントの代表取締役であります。当社と各

兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役小林知巳氏は、株式会社小林マネジメント研究所の代表取締役

であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

－ 19 －



出席状況、発言状況及び社外取締役に

期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 漆 山 伸 一

当事業年度に開催された取締役会12回の全てに出席いた

しました。主に財務・会計等に関し、公認会計士として

の豊富な経験と幅広い見識を有しており、また、当社の

監査役を長く務めておりました。

主に公認会計士としての経験を活かした見地から、取締

役会では当該視点から積極的に意見を述べており、特に

当社の経営に対する監督機能について専門的な立場から

監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を

確保するための適切な役割を果たしております。

取締役 坂 　 宗 篤

当事業年度に開催された取締役会12回の全てに出席いた

しました。アクセンチュア株式会社での業務を通じて培

われた幅広い経験と見識を有しております。その経験と

見識を活かし、出席した取締役会において、当社の経営

に対する監督機能の強化や経営全般の観点から適宜発言

を行っております。

主にコンサルティング業務や事業経営者としての経験を

活かした見地から、取締役会では当該視点から積極的に

意見を述べており、特に当社の事業活動全般について専

門的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥

当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしてお

ります。

監査役 鈴 木 邦 男

当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会13回

の全てに出席いたしました。日本アイ・ビー・エム株式

会社で理事を務められ、ＩＴ・情報分野、業界について

豊富な経験と経営についての見識を有しており、当社の

経営環境及び事業方針を十分に理解したうえで適宜発言

を行っております。

監査役 小 林 知 巳

当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会13回

の全てに出席いたしました。企業経営者としての豊富な

経験と幅広い見識を有しており、当社の経営環境及び事

業方針を十分に理解したうえで適宜発言を行っておりま

す。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

(注) 上記の取締役会の開催回数のほか､会社法第370条及び当社定款第26条の規定

に基づき､取締役会決議があったものとみなす書面決議が10回ありました。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

23

(4) 会計監査人の状況

① 名称　　　　　　太陽有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。

④　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

　(1)処分対象

　　 太陽有限責任監査法人

　(2)処分内容

　　・契約の新規の締結に関する業務の停止　３ヶ月（2024年１月１日から

同年３月31日まで。ただし、既に監査契約を締結している被監査会社に

ついて、監査契約の期間更新や上場したことに伴う契約の新規の締結を

除く。）

　　・業務改善命令（業務管理体制の改善）

　　・処分理由に該当することとなったことに重大な責任を有する社員が監

査業務の一部（監査業務に係る審査）に関与することの禁止　3ヶ月

（2024年１月1日から同年３月31日まで）
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　(3)処分理由

　　他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である２名の

公認会計士が、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚

偽のないものと証明したため。

３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制について「内部統制システム

の整備に関する基本方針」を決定しております。その決定内容の概要は、以

下のとおりであります。

ａ) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

ａ 取締役会による監督

・当社は取締役会設置会社であり、取締役会は、取締役の職務の執行を

監督します。

・取締役会は、「取締役会規程」に基づき、定期又は臨時に開催し、適

切な運営を行うことといたします。

ｂ 監査役による監査

・当社は監査役設置会社であり、監査役は、当社及び子会社の取締役の

職務の執行を監査します。

・監査役は、当社及び子会社の取締役会に出席し、必要があると認めら

れるときは、意見を述べることといたします。

・監査役は、取締役が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれ

があると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは

著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を当社の

取締役会に報告することといたします。この場合において、必要があ

ると認めるときは、当社の取締役会の招集を請求することといたしま

す。

ｂ) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ａ 当社の取締役の職務の執行に係る情報については、文書又は電磁的媒

体（以下「文書等」という。）に記録し、その保存媒体に応じて適切か

つ確実に検索性の高い状態で保存・管理します。

ｂ 当社の取締役及び監査役は、いつでもこれらの文書等を閲覧できるも

のといたします。
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ｃ) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ 業務・管理に係る各組織は、それぞれの組織に発生する可能性のある

リスクの把握に努めます。

ｂ 当社は独立した組織が内部監査を担当しており、当該組織は、業務・

管理に係る各組織におけるリスク管理の状況を監査し、その結果を社長

に報告します。

ｃ リスクが具体化した場合には、取締役会を中心とし、損害の拡大を防

止し、これを最小限に止める体制を整えます。

ｄ) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

ａ 当社は、経営の意思決定を迅速化する目的で、持株会社体制を導入し

ております。子会社では、常勤取締役及び子会社の役員で構成される取

締役会又は経営会議を、原則として月１回以上開催しております。子会

社で行われる取締役会又は経営会議は、コーポレート・ガバナンスの実

効性を高めるという観点から非常勤取締役及び監査役の出席を可能とし

ております。

ｂ 当社は、業務執行の過程における子会社の重要な意思決定について、

「関係会社管理規程」において、当社への承認事項、及び報告事項を定

めており、当社の子会社にその遵守を求め、当社グループにおける業務

執行の状況を管理・監督しております。

ｅ) 当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

ａ 当社及び子会社の使用人に対し、法令、定款並びに社会倫理の遵守が

企業活動の前提となることを周知徹底します。

ｂ 当社の取締役は、実効性ある内部統制の整備・運用と法令遵守の体制

の確立に努めます。

ｃ 当社の監査役は、内部統制の有効性について監査し、必要があると認

めたときは当社及び子会社の取締役に対し改善を助言又は勧告します。

ｄ 内部監査を担当する組織は、当社及び子会社の内部統制の有効性につ

いて監査し、必要があると認めたときは適切な者に対し改善を助言又は

勧告し、その旨を社長に報告します。

ｆ) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

ａ 当社の子会社における業務の適正を確保するため、子会社の状況に応

じた適切な管理、指導等を行います。

ｂ 当社の内部監査を担当する組織は、子会社の監査を行います。
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ｇ) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事

項及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役会が監査役を補助すべき使用人が必要と判断した場合は、必要な

人員を配置するものとします。その場合の使用人に対する指揮・命令は監

査役が行い、異動、人事評価並びに懲戒等については、監査役会の同意を

得るものとしております。

ｈ) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制そ

の他監査役への報告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

ａ 当社及び子会社の取締役及び使用人は、内部統制に関して重要事項が

生じた場合は、その都度当社の監査役に報告するものとし、当社の監査

役は必要に応じて当社及び子会社の取締役及び使用人に対して報告を求

めることができるものとしております。

ｂ 当社及び子会社の取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある

事実を発見したときは直ちに当社の監査役会に報告します。

ｃ 当社は、監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保する旨を社内規程に明記し、当社及び

子会社においてその体制を整備しております。

ｉ) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他

の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関す

る事項

　当社の監査役がその職務を執行するうえで、当社に対して費用の前払い

等を請求したときは、当社は、請求に係る費用又は債務が当該監査役の職

務執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用の前払又

は償還並びに債務の処理を行うものとしております。

ｊ) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ 当社は、監査役会を設置し、その半数以上は社外監査役とします。

ｂ 当社の監査役は、必要と認められるときは、各種会議へ出席し、議事

録を閲覧することができるものとしております。

ｃ 当社の監査役は、当社及び子会社の内部監査を担当する組織及び外部

監査人と情報・意見を交換し、相互に連携して監査を実施します。

ｋ) 反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

ａ 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して

は、毅然とした姿勢で組織的に対応します。

ｂ 反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、直ちに警察等関連機

関とも連携して対応します。
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ｌ) 財務報告の信頼性を確保するための体制の整備

　「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定めるとともに、財務報告に

かかる内部統制が有効に行われる体制の整備、維持、向上を行います。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①取締役会

　当社の取締役会は、取締役５名（うち社外取締役２名）で構成され、当

社の業務執行を決定し、取締役の職務執行を監督する権限を有しておりま

す。取締役会は、毎月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締

役会を開催しております。また、取締役会には、監査役が出席しておりま

す。

②監査役及び監査役会

　当社の監査役会は、常勤監査役１名と非常勤監査役２名の計３名（うち

２名が社外監査役）で構成され、コーポレート・ガバナンスのあり方とそ

の運営状況を監視し、取締役の職務の執行を含む日常的活動の監査を行っ

ております。

　当社の常勤監査役は、株主総会や取締役会等への出席、及び取締役・執

行役員・従業員・会計監査業務を執行する監査法人からの報告収受などの

モニタリングを実施し、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めるよう

努めております。

③会計監査人

　当社は、太陽有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商

品取引法に基づく監査を受けております。

④内部監査

　当社は、社長直轄の組織として内部監査室（内部監査人１名）を当社に

設置しており、毎事業年度策定される内部監査計画に基づき、内部監査を

実施しております。内部監査は、当社の全部門及び子会社を対象として実

施しており、監査結果は、実施の都度、代表取締役社長へ報告しておりま

す。

⑤持株会社体制

　当社は、経営の意思決定を迅速化する目的で、持株会社体制を導入して

おります。当社は、業務執行の過程における子会社の重要な意思決定につ

いて、「関係会社管理規程」において、当社への承認事項、及び報告事項

を定めており、当社の子会社にその遵守を求め、当社グループにおける業

務執行の状況を管理・監督しております。
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４. 会社の支配に関する基本方針

　当社は、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針」及び「買収への対抗措置」については、特に定めておりません。

　なお、株式の大量買付行為等のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に

資さないものについては、関係法令等に従い弾力的な検討を行ってまいりま

す。

５．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主への利益還元を経営の重要な課題と位置付けております。株主へ

の利益還元につきましては、当社グループの成長を加速させる成長投資ととも

に、財務面での健全性のさらなる強化、経営における成長性と安全性の均衡に努

めつつ、資産の売却益等といった一過性の利益及び現預金の増加を伴わない利益

を除いた親会社株主に帰属する当期純利益に対して10%～20％程度を目標に総合

的に勘案して、経営成績に応じた利益還元を継続的に行う方針です。

　内部留保資金の使途につきましては、重点的に優秀な人材の確保・育成・定着

に資する施策を実施すること、パッケージ製品の強化・進化を図ることに利用し

て参ります。

　また、一部は、事業規模及び事業領域の拡大に伴い、運転資金が増加してお

り、今後も増加が見込まれることから、これに充当することとしております。

　なお、剰余金の配当を行う場合は、年１回の期末配当を基本とし、配当の決定

機関は株主総会となっております。また、当社は取締役会決議によって、毎年９

月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款で定めています。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及
び 契 約 資 産

仕 掛 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

敷 金 及 び 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

2,679,051

1,365,456

1,232,389

6,346

96,690

6,363

△28,195

1,107,451

82,951

156,912

26,404

230,325

10,044

△340,735

350,545

169,551

177,173

3,820

673,954

427,646

2,565

111,479

21,392

106,928

8,855

△4,914
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 1,600,083

買 掛 金 127,473

短 期 借 入 金 500,000

１年以内返済予定
の 長 期 借 入 金

132,720

未 払 金 234,625

未 払 費 用 61,582

未 払 法 人 税 等 95,254

未 払 消 費 税 等 105,949

未払事業所税等 6,574

前 受 金 101,748

預 り 金 41,911

賞 与 引 当 金 181,581

受注損失引当金 10,660

固 定 負 債 413,177

長 期 借 入 金 404,640

資 産 除 去 債 務 8,537

負 債 合 計 2,013,261

（純資産の部）

株 主 資 本 1,697,510

資 本 金 610,516

資 本 剰 余 金 314,070

利 益 剰 余 金 928,212

自 己 株 式 △155,289

その他の包括利益累計額 27,588

その他有価証券評価差額金 27,588

新 株 予 約 権 48,141

純 資 産 合 計 1,773,241

資 産 合 計 3,786,502 負 債 純 資 産 合 計 3,786,502

連 結 貸 借 対 照 表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

科 目 金 額

売 上 高 6,488,911

売 上 原 価 4,874,415

売 上 総 利 益 1,614,496

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,335,249

営 業 利 益 279,247

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 712

助 成 金 収 入 2,729

そ の 他 1,936 5,378

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,933

投 資 事 業 組 合 運 用 損 87,247

支 払 手 数 料 1,132

そ の 他 80 99,393

経 常 利 益 185,231

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,654

投 資 有 価 証 券 売 却 益 9,600 11,254

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 2,101

固 定 資 産 除 却 損 0 2,101

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 194,385

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 106,464

法 人 税 等 調 整 額 △23,084 83,379

当 期 純 利 益 111,005

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 111,005

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 610,516 314,070 860,330 △99,722 1,685,196

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △43,123 △43,123

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

111,005 111,005

自 己 株 式 の 取 得 △55,567 △55,567

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 67,881 △55,567 12,314

当連結会計年度末残高 610,516 314,070 928,212 △155,289 1,697,510

その他の包括利益累計額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

当連結会計年度期首残高 31,956 35,496 1,752,650

当連結会計年度変動額

剰 余 期 の 配 当 △43,123

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

111,005

自 己 株 式 の 取 得 △55,567

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額)

△4,368 12,645 8,276

当連結会計年度変動額合計 △4,368 12,645 20,591

当連結会計年度末残高 27,588 48,141 1,773,241

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ４社

・主要な連結子会社の名称 バーチャレクス・コンサルティング株式会社

株式会社タイムインターメディア

バーチャレクス九州株式会社

ＶＸアクト株式会社

② 非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 Virtualex U.S.A., Inc.

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な

影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外して

おります。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社のVirtualex U.S.A., Inc.は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 関係会社株式 移動平均法による原価法

ロ. その他有価証券

・市場価格のない

株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

・市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しており

ます。なお、投資事業有限責任組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
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礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。

ハ. 棚卸資産

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法によっておりま

す。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３年～18年

工具、器具及び備品　２年～10年

ロ. 無形固定資産

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３年～５年）に基づ

く定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。

ハ. 受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連

結会計年度末において将来の損失が見込まれ、

かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可

能なものについて、翌連結会計年度以降の損失

見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準

　当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業にお

ける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下のとおり

であります。

イ．IT＆コンサルティング事業

　主に顧客の課題解決のためのＣＲＭ戦略立案を中心としたコンサルティング、

そのＣＲＭ実現・導入に向けたソフトウエア開発、製品販売を行っております。

これらのサービスの履行義務の充足時点は、一定の期間にわたりサービスを提供
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しているため、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識す

る方法としております。なお、受託制作のソフトウエア開発契約における履行義

務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定できる

場合は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出していま

す。少額かつ短期の開発契約については完全に履行義務を充足した時点で収益を

認識しています。

ロ．アウトソーシング事業

　主に企業のＣＲＭ推進の中心的な役割を果たすコールセンター業務等の受託運

営を行っております。

　これらのサービスの履行義務の充足時点は、当社及び連結子会社が顧客との契

約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受するため、履行義務を充

足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。

２. 会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年

10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適

用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、

2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下

「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っております。なお、税金等調整前当期純損益金額に対する影響額及びその他

の重要な項目に対する影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り

延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022

年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。

３. 会計上の見積りに関する注記

（重要な会計上の見積り）

　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目

であって、翌連結会計年度に係る連結計算 書類に重要な影響を及ぼす可能性がある

ものは、次のとおりです。

（受注損失引当金）

　　受注損失引当金10,660千円

　この受注損失引当金は、内部工数の積み上げや外部発注状況に基づき算定した見積

総原価と受注金額を比較し算出しております。この見積総原価は、現在入手可能な情
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当座貸越極度額の総額 1,050,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 550,000千円

普通株式 2,989,753株

決　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 43百万円 15円 2024年３月31日 2024年６月26日

報により十分な見積りを行っておりますが、将来の作業の進捗に応じて予測不能な事

態等が発生し、見積総原価が変化した場合には、受注損失引当金が増減し、翌連結会

計年度に係る連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

（投資有価証券）

　　投資有価証券（非上場株式等）361,566千円

　非上場株式への投資を含む、市場価格のない株式等については、当該株式の発行会

社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときには、投資について評価損

を認識しております。また、取得時点において投資先企業の超過収益力等を反映して

１株当たりの純資産額を基礎とした金額に比べて高い価額で取得した株式について

は、超過収益力等が減少し、実質価額が著しく低下したときには、投資について評価

損を認識しております。

　非上場株式等に係る超過収益力の毀損の有無を判断するに当たっては、投資先の事

業計画を基礎として行いますが、当該事業計画の主要な仮定である契約数等の予測は

不確実性を伴っており、当該主要な仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結会

計年度に係る連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

　当座貸越契約

　当社は、運転資金の安定的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結

しております。

　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入実行残高等は次の通りでありま

す。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等
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決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 42百万円 15円 2025年３月31日 2025年６月27日

普通株式 235,200株

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

のを除く。）の目的となる株式の種類及び数

６. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画・経営計画などに照らして、必要な資金を主に銀行等

金融機関からの借入により調達しております。

　一時的な余剰資金は、流動性と安全性の高い金融資産で運用し、投資にあたって

は、対象金融資産の流動性、信用性を勘案し、企業本来の目的を逸脱しない範囲に

限定しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスク（取引相手先の契約不履行等に係る

リスク）に晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、新株予約権付社債及び

投資事業有限責任組合への出資であり、上場株式は市場の価格変動リスクに晒され

ております。また非上場株式及び新株予約権付社債は、発行体の財務状況等に基づ

く実質的な株式価値の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日となっており、流動性

リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されております。

　短期借入金及び長期借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達であ

り、流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されており

ます。借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

１. 信用リスク（取引相手先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに適切な

与信管理を実施することにより月単位で回収期日及び残高を管理するとともに、財

務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投資有価証券（注２） 162,372千円 162,372千円 －千円

資産計 162,372 162,372 －

(2)
長期借入金
(１年内返済予定を含む)

537,360 530,288 7,071

負債計 537,360 530,288 7,071

２. 市場リスクの管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状

況の見直しを検討しております。

３. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき、手元流動性の維持に努めることに

より、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

（注）１．受取手形、売掛金及び契約資産、買掛金、未払金、短期借入金については短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しており

ます。

２．市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。

市場価格のない株式等は以下の通りです。

非上場株式  210,369千円

関係会社株式  2,565千円

投資事業有限責任組合への出資   54,904千円

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 11,176 － － 11,176

債券・その他 － － 151,196 151,196

資産計 11,176 － 151,196 162,372

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 530,288 － 530,288

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

　　（注）受取手形、売掛金及び契約資産、買掛金、未払金、短期借入金については短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しており

ます。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有してい

る非上場新株予約権付社債等は、観察できない時価の算定に係るインプットを使用して

いるため、その時価をレベル３の時価に分類しております。

　長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。
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（単位：千円）

報告セグメント

合計IT＆コンサル

ティング事業

アウトソーシ

ング事業
計

一時点で移転される

財
20,125 － 20,125 20,125

一定の期間にわたり

移転される財
3,719,138 2,749,647 6,468,785 6,468,785

顧客との契約から生

じる収益 3,739,264 2,749,647 6,488,911 6,488,911

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 3,739,264 2,749,647 6,488,911 6,488,911

（単位：千円）

当連結会計年度

　顧客との契約から生じた債権（期首） 764,179

　顧客との契約から生じた債権（期末） 825,539

　契約資産（期首） 314,403

　契約資産（期末） 406,849

　契約負債（期首） 102,615

　契約負債（期末） 101,748

(1) １株当たり純資産額 613円15銭

(2) １株当たり当期純利益 39円22銭

７. 収益認識基準に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照

表上、前受金に含まれております。

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれて

いる金額に重要性はありません。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充

足した履行義務から認識した収益の額には重要性はありません。

８. １株当たり情報に関する注記
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９. 重要な後発事象に関する注記

（投資有価証券の取得）

　当社は、2025年５月13日開催の取締役会において、Kotozna株式会社（以下「Kotozna」

という。）が発行する転換社債型新株予約権付社債（以下「CB」という。）の引き受けを

行なうことを決議いたしました。Kotoznaの、CBの引き受けに係る取得対価の金額は100百

万円です。なお、当該CBの取得資金は、全額を手元現預金により充当いたします。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

関係会社未収入金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他
　

498,758

166,114

123,696

12,723

361,642

1,961

△167,380

1,862,982

24,965

62,497

19,047

36,029

△92,608

5,513

3,302

2,210

1,832,503

427,646

468,091

850,000

2,704

64,029

19,144

887
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 665,226

短 期 借 入 金 500,000

１年以内返済予定
の 長 期 借 入 金

90,000

関係会社未払金 2,213

未 払 金 12,677

未 払 費 用 1,592

未 払 法 人 税 等 46,643

未 払 消 費 税 等 6,891

未 払 事 業 所 税 327

預 り 金 3,189

賞 与 引 当 金 1,690

固 定 負 債 215,000

長 期 借 入 金 215,000

負 債 合 計 880,226

（純資産の部）

株 主 資 本 1,405,784

資 本 金 610,516

資 本 剰 余 金 314,070

資 本 準 備 金 314,070

利 益 剰 余 金 636,486

その他利益剰余金 636,486

繰越利益剰余金 636,486

自 己 株 式 △155,289

評価・換算差額等 27,588

その他有価証券評価差額金 27,588

新 株 予 約 権 48,141

純 資 産 合 計 1,481,515

資 産 合 計 2,361,741 負 債 純 資 産 合 計 2,361,741

貸　借　対　照　表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

科 目 金 額

売 上 高 400,000

売 上 総 利 益 400,000

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 303,801

営 業 利 益 96,198

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,050

そ の 他 623 10,673

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,834

投 資 事 業 組 合 運 用 損 87,247

支 払 手 数 料 1,132 96,214

経 常 利 益 10,657

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,654

投 資 有 価 証 券 売 却 益 9,600 11,254

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 2,101

固 定 資 産 除 却 損 0 2,101

税 引 前 当 期 純 利 益 19,811

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 50,173

法 人 税 等 調 整 額 △22,599 27,574

当 期 純 損 失 △7,762

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 610,516 314,070 314,070 687,372 687,372 △99,722 1,512,238

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △43,123 △43,123 △43,123

当 期 純 損 失 △7,762 △7,762 △7,762

自 己 株 式 の 取 得 △55,567 △55,567

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － △50,886 △50,886 △55,567 △106,453

当 期 末 残 高 610,516 314,070 314,070 636,486 636,486 △155,289 1,405,784

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新株予約権 純 資 産 合 計その他有価証券評

価 差 額 金
評価・換算差額等合

計

当 期 首 残 高 31,956 31,956 35,496 1,579,692

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △43,123

当 期 純 損 失 △7,762

自 己 株 式 の 取 得 △55,567

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△4,368 △4,368 12,645 8,276

当 期 変 動 額 合 計 △4,368 △4,368 12,645 △98,176

当 期 末 残 高 27,588 27,588 48,141 1,481,515

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

・市場価格のない

株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

・市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しており

ます。なお、投資事業有限責任組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法によっております。ただし、1998年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３年～18年

工具、器具及び備品　２年～10年

② 無形固定資産

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当事業年度に負担すべき額を計上しており

ます。

(4) 収益及び費用の計上基準

　持株会社である当社の収益は、子会社からの経営指導料になります。経営指導

料については子会社との契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務で

あり、実際に業務が実施された時点で当社の履行義務が充足されることから、当

該時点で収益及び費用を認識しております。
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　短期金銭債権 487,250千円

　長期金銭債権 850,000千円

　短期金銭債務 2,213千円

関係会社との取引高

営業取引による取引高

  売上高 400,000千円

営業取引以外の取引高 9,902千円

普通株式 176,229株

繰延税金資産

貸倒引当金 51,251千円

未払事業税 1,783

資産除去債務 13,891

投資有価証券評価損 17,263

投資事業組合運用損益 12,273

その他 3,528

繰延税金資産小計 99,991

将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △85,110

評価性引当額小計 △85,110

繰延税金資産合計 14,880

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △12,175

繰延税金負債合計 △12,175

繰延税金資産の純額 2,704

２. 会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月

28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しておりま

す。

　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書

きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)

ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、税引前当期純損益金額に対

する影響額及びその他の重要な項目に対する影響はありません。

３. 貸借対照表に関する注記

関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４. 損益計算書に関する注記

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

６. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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(1) １株当たり純資産額 509円46銭

(2) １株当たり当期純損失 △２円74銭

種 類

会社等の

名 称

又は氏名

議決権等の

所 有

（被所有）

割 合

関 連 当

事 者 と

の 関 係

取 引

内 容

取 引 金 額

（ 千 円 ）
科 目

期 末 残 高

（ 千 円 ）

子会社

バ ー チ

ャ レ ク

ス ・ コ

ン サ ル

テ ィ ン

グ 株 式

会社

所有

直接

100％

資金の貸付

経営指導料

利息の受取

役員の兼任

債務被保証

(注)１
415,000 ― ―

経営指導料

(注)３
250,000

関係会社

未収入金
68,750

立替取引 ―

関係会社

未収入金

関係会社

未払金

10,125

2,213

資金の貸付

(注)２

利息の受取

800,000

8,104

関係会社

短期貸付

金

関係会社

長期貸付

金

関係会社

未収入金

160,000

800,000

2,367

子会社

株 式 会

社 タ イ

ム イ ン

タ ー メ

ディア

所有

直接

100％

資金の貸付

経営指導料

利息の受取

役員の兼任

債務被保証

(注)１
415,000 ― ―

経営指導料

(注)３
31,200

関係会社

未収入金
8,580

資金の貸付

(注)２

利息の受取

100,000

1,433

関係会社

短期貸付

金(注)４

関係会社

未収入金

200,000

493

子会社

バ ー チ

ャ レ ク

ス 九 州

株 式 会

社

所有

間接

100％

経営指導料

役員の兼任

債務被保証

(注)１
360,000 ― ―

経営指導料

(注)３
73,200

関係会社

未収入金
20,130

７. １株当たり情報に関する注記

８. 関連当事者との取引に関する注記

　子会社
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種 類

会社等の

名 称

又は氏名

議決権等の

所 有

（被所有）

割 合

関 連 当

事 者 と

の 関 係

取 引

内 容

取 引 金 額

（ 千 円 ）
科 目

期 末 残 高

（ 千 円 ）

子会社

Ｖ Ｘ ア

ク ト 株

式会社

所有

直接

100％

資金の貸付

経営指導料

利息の受取

役員の兼任

経営指導料

(注)３
45,600

関係会社

未収入金
12,540

立替払い ―
関係会社

未収入金
249

資金の貸付

(注)２

利息の受取

50,000

348

関係会社

長期貸付

金

関係会社

未収入金

50,000

123

（注）１.債務被保証については、銀行からの借入金に対して債務保証を受けております｡
取引金額には、債務被保証の事業年度末残高を記載しております。なお、保証
料の支払いは行っておりません。

２.資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に算定しております。
３.経営指導料については、持株会社である当社の運営費用相当額を、連結子会社

から応分に収受しております。
４.株式会社タイムインターメディアの関係会社短期貸付金及び関係会社長期貸付

金に対する貸倒引当金を167,380千円計上しております。また、当事業年度にお
いて67,380千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

９. 重要な後発事象に関する注記

（投資有価証券の取得）

　当社は、2025年５月13日開催の取締役会において、Kotozna株式会社（以下「Kotozna」

という。）が発行する転換社債型新株予約権付社債（以下「CB」という。）の引き受けを

行なうことを決議いたしました。Kotoznaの、CBの引き受けに係る取得対価の金額は100百

万円です。なお、当該CBの取得資金は、全額を手元現預金により充当いたします。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 秋 田 秀 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 島 津 慎 一 郎

独立監査人の監査報告書

2025年５月21日

バーチャレクス・ホールディングス株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、バーチャレクス・
ホールディングス株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、バーチャレクス・ホールディングス
株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計
算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任
は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査
役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する
ものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連
結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計
算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、
重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に
よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
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どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、
連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明の基礎となる、会社及び連結子会社の
財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類
の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監
督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を
負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施
時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ
る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ
ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計
士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 48 －



指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 秋 田 秀 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 島 津 慎 一 郎

独立監査人の監査報告書

2025年５月21日

バーチャレクス・ホールディングス株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　東京事務所

　監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、バーチャレ

クス・ホールディングス株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日まで

の第27期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」

という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の

選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評

－ 50 －



価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は

重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書

類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結

論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事

項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ

ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第27期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審

議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。

（2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と

意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において

業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎

通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を

受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令及び定款

に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子

会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの

として会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か

らその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議

会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明

を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。

２. 監査の結果

（1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら

れません。

（2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

（3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

2025年５月22日

バーチャレクス・ホールディングス株式会社　監査役会

常勤監査役 古 川 　 秀 夫 ㊞

社外監査役 鈴 木 　 邦 男 ㊞

社外監査役 小 林 　 知 巳 ㊞
　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は事業拡大による企業価値の向上を最重要政策に位置付けるとともに、株

主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつと考えております。

　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いた

しまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金15円　　総額は42,202,860円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年６月27日
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１

まる

丸
やま

山
 

　
えい

栄
き

樹
(1965年１月４日)

1987年４月　アーサーアンダーセン・アンド・

カンパニー（現：アクセンチュア

株式会社）入社

1993年11月　丸山経営研究所設立　代表

1996年５月　株式会社ゼスト設立　代表取締役

社長

1999年６月　株式会社バーチャレクス（現：当

社）設立　代表取締役社長（現

任）

2000年３月　株式会社ビッツテージ取締役

2008年12月　バーチャレクス九州株式会社代表

取締役社長

2017年１月　株式会社タイムインターメディア

取締役会長（現任）

2017年６月　バーチャレクス九州株式会社　取

締役会長（現任）

2017年10月　バーチャレクス・コンサルティン

グ株式会社設立　取締役会長（現

任）

2018年10月　ＶＸアクト株式会社設立　取締役

（現任）

（重要な兼職の状況）

バーチャレクス・コンサルティング株式会社

取締役会長

バーチャレクス九州株式会社　取締役会長

株式会社タイムインターメディア　取締役会長

ＶＸアクト株式会社　取締役

316,500株

第２号議案　取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、以下のとおり取締役５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 55 －



候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

２

まるやま

丸山　
は や と

勇人

(1962年４月５日)

1986年４月　等松・トウシュロスコンサルティ

ング株式会社（現：アビームコン

サルティング株式会社）入社

1993年４月　トーマツ・コンサルティング株式

会社（現：デロイト　トーマツ　

コンサルティング合同会社）転籍

1996年５月　株式会社ゼスト取締役

1996年６月　トーマツ・コンサルティング株式

会社（現：デロイト　トーマツ　

コンサルティング合同会社）取締

役

2000年３月　株式会社ビッツテージ代表取締役

社長

2000年５月　当社取締役（現任）

2008年７月　当社代表取締役

2008年12月　バーチャレクス九州株式会社取締

役

2017年６月　バーチャレクス九州株式会社代表

取締役社長（現任）

2017年10月　バーチャレクス・コンサルティン

グ株式会社設立　代表取締役社長

（現任）

（重要な兼職の状況）

バーチャレクス・コンサルティング株式会社

代表取締役社長

バーチャレクス九州株式会社　代表取締役社長

25,600株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社

の 株 式 数

３

くろ

黒
だ

田　
 

　
まさる

勝
(1962年12月２日)

1988年４月　アーサーアンダーセン・アンド・カ

ンパニー（現：アクセンチュア株式

会社）入社

1996年５月　株式会社ゼスト取締役

1999年６月　株式会社バーチャレクス（現：当

社）取締役

2000年３月　株式会社ビッツテージ取締役

2012年６月　当社執行役員経営管理本部長

2016年６月　当社取締役経営管理本部長（現任）

2017年１月　株式会社タイムインターメディア　

監査役（現任）

2017年10月　バーチャレクス・コンサルティング

株式会社設立　取締役（現任）

2018年10月　ＶＸアクト株式会社設立　監査役

　　　　　　（現任）

2021年６月　バーチャレクス九州株式会社

　　　　　　監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

当社　経営管理本部長

バーチャレクス・コンサルティング株式会社

取締役

株式会社タイムインターメディア　監査役

バーチャレクス九州株式会社　監査役

ＶＸアクト株式会社　監査役

84,000株

４

うるしやま

漆山　
しんいち

伸一

(1965年５月23日)

1989年４月　サンワ・等松青木監査法人（現：有

限責任監査法人トーマツ）入所

1996年３月　漆山公認会計士事務所（現：漆山パ

ートナーズ会計事務所）設立　代表

（現任）

2001年１月　株式会社タイムインターメディア　

監査役

2004年５月　当社監査役

2015年７月　当社社外取締役（現任）

2017年１月　株式会社タイムインターメディア　

非業務執行取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

漆山パートナーズ会計事務所　代表

株式会社タイムインターメディア　非業務執行

取締役

23,180株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社

の 株 式 数

５

ばん

坂　
むねあつ

宗篤

(1963年12月12日)

1987年４月　アーサーアンダーセン・アンド・カ

ンパニー（現：アクセンチュア株式

会社）入社

2009年７月　ＭＢ＆ＰＡＲＴＮＥＲＳ株式会社　

設立　代表取締役（現任）

2015年７月　当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

ＭＢ＆ＰＡＲＴＮＥＲＳ株式会社　代表取締役

11,500株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．漆山伸一氏及び坂宗篤氏は、社外取締役候補者であります。

３．漆山伸一氏及び坂宗篤氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、

それぞれの取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって両氏

とも９年11か月となります。

４．(1)　漆山伸一氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

の概要は、公認会計士としての豊富な経験と幅広い見識を有して

おり、また、当社の監査役を長く務めているためです（監査役在

任期間11年）。その経験と見識を活かし、当社の経営に対する監

督機能の強化や経営全般に係る有益なご助言をいただけるものと

判断しております。

(2)　坂宗篤氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の

概要は、アクセンチュア株式会社での業務を通じて培われた幅広

い経験と見識を有しているためです。その経験と見識を活かし、

当社の経営に対する監督機能の強化や経営全般に係る有益なご助

言をいただけるものと判断しております。

５．当社は、漆山伸一氏及び坂宗篤氏との間で、現行定款第31条に基づ

き、取締役（業務執行取締役等である者を除く）が任務を怠ったこと

による損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約におけ

る損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額でありま

す。両氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定でありま

す。

６．当社は、漆山伸一氏及び坂宗篤氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として届け出ております。両氏の再任が承認された場合は、当

社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。

以上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区内幸町一丁目３番１号　幸ビルディング

ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター　14階　ホール14Ｄ

地下鉄
霞ヶ関駅

地下鉄
内幸町駅

地下鉄
新橋駅

JR新橋駅

地下鉄
虎ノ門駅

TKP新橋
カンファレンスセンター

C4出口

A2出口

A5出口

7番出口

日比谷口

日土地内幸町ビル口
ヒューリック
虎ノ門ビル

三井住友
信託銀行
三井住友
信託銀行

西新橋スクエア外堀通り

日本生命
新橋ビル

みずほ銀行

日比谷公園音楽堂
帝国ホテル東京

内幸町
ホール

第一ホテル東京

富国生命ビル

ローソン

日比谷公園

日比谷シティー

経済産業省

日
比
谷
通
り

桜
田
通
り

飯野ビル

内
堀
通
り

日土地
内幸町ビル

日土地
内幸町ビル

ドコモ
ショップ

(ご注意) 駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますよう、お願

い申しあげます。

交通　●都営三田線 内幸町駅 Ａ５出口 徒歩１分

●東京メトロ銀座線 新橋駅 ７番出口 徒歩７分

●JR山手線、京浜東北・根岸線 新橋駅 日比谷口 徒歩７分

●東京メトロ千代田線 霞ケ関(東京都)駅 Ｃ４出口 徒歩８分


